
東京都交通局乗合自動車における高等学校及び大学の 
通信教育課程学生への運賃割引適用基準 

 
（令和３年４月１日） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

事務名 
東京都交通局乗合自動車における高等学校及び大学の 
通信教育課程学生への運賃割引 

根拠法令等 東京都乗合自動車条例施行規程ほか 

処理機関等 自動車部営業課営業担当 

審査基準等の内容 東京都乗合自動車条例施行規程ほか 

備考  



東京都乗合自動車条例施行規程（抄） 
 

昭和４０年１月９日 
規 程 第 ５ ０ 号 

 
 

（認定学校の定義） 
第６条 この規程において「認定学校」とは、次の各号のいずれかに該当する学校及び教育施設で、交

通局から認定を受けたもの、学校教育法（昭 22 法 26）第１条の規定による学校、児童福祉法（昭 22
法 164）第３９条の規定による保育所、就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進
に関する法律（平 18 法 77）第２条第７項の規定による幼保連携型認定こども園並びに割引普通乗車
券等を発売する対象となる学校として東日本旅客鉄道株式会社が指定した学校をいう。 
一 学校教育法第１条の規定による学校に準ずる学校で、修業期間が１年以上で、かつ、一年の授業
時間数が７００時間以上のもの 
二 学校教育法第１３４条の規定による私立学校及び学校教育法によらない学校で、設立後１年以上
経過し、修業期間が１年以上で、かつ、１年の授業時間数が７００時間以上のもの 
三 学校教育法施行規則（昭 22 文部省令 11）第１０５条第１項第四号、同条第２項第五号又は第１
５６条第三号の規定により、外国の大学、大学院又は短期大学の課程を有するものとして当該外国の
学校教育制度において位置付けられた教育施設として文部科学大臣が指定したもの 

２ 前項の認定を受けようとする学校は、その代表者から定められた申請書を提出しなければならな
い。また、その申請書記載事項に変更があるときは、その代表者は、直ちにこれを届け出なければな
らない。 

３ 第１項の規定にかかわらず、次の各号のいずれかに該当するときは、認定学校として取り扱わない
ことができる。 
一 交通局から認定学校の認定を受けた学校が、第１項各号に規定する認定条件を具備しなくなった
とき。 
二 認定学校の代表者から学校又は教育施設を廃止する旨の届出があったとき。 
三 第３２条に規定する在学証明書を、認定学校が使用資格者以外の者に対して発行したとき。 
四 前三号に掲げるもののほか、認定学校として適当でないと交通局長が認めたとき。 

 
 
（特別旅客運賃） 
第１８条 次に掲げる者の旅客運賃は、普通旅客運賃の５割の額とする。 

一 身体障害者福祉法（昭 24 法 283）第１５条第４項の規定により交付を受けた身体障害者手帳を所
持する者（以下「身体障害者」という。）及びその介護者 

二 児童福祉法（昭 22 法 164）第１２条の４及び第４１条から第４４条までに規定する施設に救護又
は保護された者で、第３７条に規定する被救護者旅客運賃割引証を提出したもの（以下「被救護者」
という。）及びその付添人 

三 療育手帳制度要綱（昭 48 厚生省発児 156 事務次官通知）に規定する療育手帳を所持する者（以下
「知的障害者」という。）及びその介護者 

四 精神保健及び精神障害者福祉に関する法律（昭 25 法 123）第４５条第２項の規定により交付を受
けた精神障害者保健福祉手帳を所持する者（以下「精神障害者」という。）及びその介護者 

２ 次に掲げる者の旅客運賃は、普通旅客運賃の８割の額とする。 
一 放送大学学園法（平 14 法 156）第４条第１項第一号の規定により設置された大学の全科履修生
及び修士全科生であることを証する身分証明書を所持する者 
二 学校教育法第５４条第１項又は第２項に規定する高等学校（中等教育学校の後期課程を含
む。）の通信制の課程の生徒及び同法第８４条に規定する通信による教育を受ける学生であること
を証する身分証明書を所持する者 
 
 
 



(通学定期乗車券、通勤通学定期乗車券及び乗継通学定期乗車券の発売) 
第３２条 認定学校に在学する者が、通学のため又は通学及び通勤のため常時区間及び経路を同じくし

て乗車する場合で、認定学校への通学者であることを証明するもの(以下「在学証明書」という。)を
提示し、かつ、定期乗車券購入申込書に必要事項を記入して提出したときは、乗車区間及び乗車経路
を指定して通学定期乗車券又は通勤通学定期乗車券を発売する。ただし、当該通学定期乗車券又は通
勤通学定期乗車券を発売した年度内に限り、新たに通学定期乗車券又は通勤通学定期乗車券を発売す
る場合は、在学証明書の提示を必要としない。 

 
2 前項の場合、通学のため二運行系統にわたる区間(東京都の免許路線の区間に限る。)を乗車する旅
客には、乗継通学定期乗車券を発売する。 

 


